
別記様式第１号（第７条関係） 

 

                                        年  月  日 

（宛先）山口市長 

 

                                         所 在 地 

                                申請者 名  称 

                                    代表者名               印 

 

山口市空き家活用事業認定申請書 
 

 山口市空き家活用事業に係る認定を受けたいので、山口市空き家活用事業補助金交付要綱第７条

第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

事 業 名  

事 業 に 要 す る 経 費 ( 税 込 ) 

        ※ 見 込 み 

     

                       円 

補 助 対 象 経 費 （ 税 抜 ） 

※見込み 

 

                   円 

補 助 金 額    ※見込み 

 

      

 

応援寄附補助金                 円      

 

事業支援補助金                   円 

 

 （添付書類) １ 事業計画書（別紙１） 

       ２ 物件所有者の同意確認書（別紙２、共有物件又は賃貸物件の場合のみ） 

３ 収支予算書（別紙３） 

４ 誓約書（別紙４） 

５ 付近見取り図（様式任意） 

６ 物件の改修イメージ図（様式任意） 

７  市税の滞納のないことの証明書（法人格のない市民活動団体の場合は、代表者の市

税の滞納のないことの証明書） 

８ １から７までに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 



別紙１－１ 

事 業 計 画 書 
 
１ 事業の実施形態 

 
企業（団体）名・屋号 
  

代表者名 
 
 

所在地 
〒  ‐ 
 
 

TEL／FAX TEL（   ）  －   ／FAX（   ）  － 

E-mail  

担当者  

事業形態 
□個人事業      □法人 （      ） 
□有限責任事業組合  □その他（      ）  

主たる業種・活動 
  

 

開業・設立日         年    月   日 

現在の事業・活動内容 

 
 
 
 
 
 

  ※事業・活動内容等分かる資料があれば添付してください。 
 
２ 活用する空き家の概要 

所在地 
〒  ‐ 
 
 

所有者情報 
〒  ‐ 
 
 

居住状況 空き家になってからの経過年数 （        ）年 

構造・階数・面積 
□木造  □鉄筋コンクリート  □鉄骨造  □その他 
地上（  階）／ 地下（   階） 延床面積（    ）㎡ 

築年 築     年（       年建築） 

 



別紙１－２ 

２ 事業の概要 

経営理念・方針 

 
 
 
 

事業の動機 
（地方創生の視点からの 

問題・課題） 

 
 
 
 
 
 
 
 

事業内容 
（改修事業と交流事業の 
内容や空き家の活用方法 

についても明記） 
 

【改修事業】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【交流事業】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の効果と成果 
（地域の活性化や関係人口の増

大に対して期待される効果や

目標とする成果を記載） 

 

 

 

 

 

 



別紙１－２（つづき） 

事業スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営体制 
（他団体等との連携など） 

 

 

 

 

 

 

今後の 
事業計画 

（自立性・ 

将来性） 

 
1年目 

 

 
 
 
 

 
2年目 

 

 
 
 
 

 
3年目 

 

 
 
 
 

運営経費の

確保方法 

 
 
 
 

 
 
クラウドファンディングで

の目標金額到達のためのプ

ロモーション 
 
 

注）関係者からのふるさと納税での支援の申出状況、広報活動の実績・実施予定等 

 
 
 
 
 

必要に応じて行数を増やしてください。 



別紙２ 

 
同 意 確 認 書 

 

この企画提案の実現には、空き家の所有者との合意形成が必要です。この企画提案に対

する合意確認として、空き家の所有者ご本人あるいは複数の者の共有である場合は、共有

者全員から以下の同意確認書への署名を得てください。（直筆） 
なお、以下の同意確認書は、山口市で厳重に管理し、一般には公開しません。 

企画提案に対する同意確認書 

山口市空き家活用事業の趣旨と応募書類の企画提案を熟知した上で、下記の事項に同意

いただける場合、「空き家の所有者 署名欄」に御署名と捺印をお願いします。改修対象と

なる空き家の所有者が団体や組織である場合は、所属団体名や部署名についても御記入下

さい。また、同意に際して特定の条件などがある場合は、「特記事項欄」に御記入下さい。 

 
１ 個人・団体（               ）が提案した改修事業を行うこ 

とに同意します。 
２ 整備された空き家を個人・団体に対して、整備完了後少なくとも３年以上、継 

続的に利用させることに同意します。 
３ 整備された場所の写真等について、山口市の公式ウェブサイトや山口市移住情報 

ウェブサイト「すむ住む山口」の掲載など市の広報において、事例紹介すること 
に同意します。 

 
  【空き家の所有者 署名欄】 

氏名 所属あるいは住所 

               ㊞  

               ㊞  

               ㊞  

               ㊞  

               ㊞  

 
【特記事項等】 

 
 

 

 



別紙３－１ 

収 支 予 算 書 
１ 収入の部 

                               （単位：円） 

  

 

 

 

 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

事業 区分 
事業に要する経費
（ 税 込 ） 

補助対象経費 
（ 税 抜 ） 

摘要（積 算 明 細 等） 

改
修
事
業 

技術指導者謝金    
技術指導者旅費    

資材費    
改修工事費（注）    
設計等委託料（注）    
撤去・処分費（注）    

その他の経費    

小計    

交
流
事
業 

講師等謝金    
講師等旅費    
消耗品費    
印刷製本費    
修繕料    

通信運搬費    
広告宣伝費    
原材料費    

施設等借上料    
事業委託料    
備品購入費    
その他の経費    

小計    

補助対象外経費    

合        計    

（注）改修工事費、設計等委託料、撤去・処分費については、補助金交付申請時に経費が確認できる

見積が必要となります。また、改修工事費については、別紙３－２にて内訳を記入してください。 

（施工業者は、市内に所在地を有する法人、又は個人事業者であること） 

※クラウドファンディングによる支援者への情報発信（お礼も含む）に要する費用は補助対象経費

に含めない。 

区  分 金      額 摘要（資金の調達先等） 

自 己 資 金   
借 入 金   
補助金（応援寄附補助部分）   
補助金（事業支援補助部分）   
その他(内容：     )   

合       計   

《応援寄附補助金(寄附型クラウドファンディング)が目標金額未達成の場合の不足分に対する自己調達（自己資金）目処》 

 



別紙３－２ 

 

 改修工事費の内訳 

区分 
事業に要する経費
（ 税 込 ） 

補助対象経費 
（ 税 抜 ） 

摘要（積 算 明 細 等） 

給排水、電気及びガス等の

設備の改修 

   

内装の改修 

（壁紙、床の仕上げ等） 

   

外装の改修 

（屋根、外壁等） 

   

耐震性を向上させる工事

（土台や柱等の修繕など） 

   

交流事業を実施するうえ

で、必要となる造作工事 

   

交流事業を実施するうえ

で、必要となる外構工事 

   

その他 

（         ） 

   

改修工事費 計 
   

  ※「改修工事費 計」は、別紙３－１支出の部「改修工事費」と一致すること。 

  



 

 
 

別紙４ 

 

誓 約 書  

 

申請者（団体等の場合は代表者）は、以下の誓約書へ署名、捺印してくだ

さい。（直筆）  

なお、以下の誓約書は、山口市で厳重に管理し、一般には公開しません。  

 

誓約書  
  山口市長 様  

 

   事業を実施するにあたり、以下のことを誓約します。  

 

 １ 事業開始後、３年以上継続して実施する意思があります。  

 ２ この事業は、社会貢献等の目的を持って実施しようとするも

のです。  

 ３ 政治活動及び宗教活動を目的とする者ではありません。 

 ４ 山口市暴力団排除条例第２条第１号及び第２号に規定する

暴力団員等ではありません。  

 ５ 山口市又は関係機関の広報活動について協力します。  

 ６ 第３者（補助対象物件の所有者を含む）との間に紛争が生じ

た場合は、自らの責任において解決します。  

 

 

令和  年  月  日          

住 所                   

   氏 名            印      

（団体等の場合は、代表者名）         

 

 

 


